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はじめに リングに基づく適切な人材配置を行うことが業務処理の
大幅な効率化につながることを報告している。こうした
指摘を防災の実務に生かすためには、災害対応業務を体
系化し、どの時期に、どのような業務が発生し、どの程
度の人員を必要とするかを把握することが必要となる。
災害発生直後から緊急・応急対策が主となる時期は比

較的期間が短いものの各種災害対応業務が多数競合し、
また復旧・復興対策が主となる時期は回復した通常業務
と災害対応業務が長期間競合するからである。このため、
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平成7年１月17日に発生した兵庫県南部地震は阪神・淡

路地域を中心に甚大な被害をもたらし、国・地方自治体

等の行政機関は地震発生後から現在に至るまで様々な災

害対応のための業務を行ってきた。林')は、各種災害対

応の業務を時間経過に沿って四種類の課題に分類し、緊

急対策、応急対策、復旧・復興対策の3つの課題を適切か

つ効果的に推進するためには、災害対応の全期間を通じ

てロジステイクス、すなわち情報管理と資源管理が第４の

課題であることを示している（図1）。

阪神・淡路大震災以降、地方自治体レベルでは地震発

生時の被害推定・早期把握等を支援する防災情報システ

ムの整備が進みつつあり、情報管理の面では進展しつつ

ある。これに加えて阪神・淡路大震災以降各地の地方自

治体で地域防災計画の見直し、各種災害対策業務マニュ

アルの整備、防災監や危機管理監といった防災専門上級

職の設極等の危機管理対策が進められてきた。しかし、

公開された地域防災計画を見る限りでは、緊急対応から

復興までの長期的な視点に立った災害対応における効果
的・効率的な組織運営を行なうための人材運用について

十分な検討・対策が行われているとは言えない。

目黒勤らは、災害対策業務への職員の投入について、
持続的な労働条件とリアルタイムの業務処理量のモニタ
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図１災害対応の時間的展開'）
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大規模災害の災害対応業務の効率向上のためには、災害
対策のフェーズの移行に伴う災害対応業務の組織及び要
員の推移とそのための人員確保手段について事前に把握
しておくことが不可欠となる。

そこで本論文では、阪神・淡路大震災における兵庫県
の災害対応のための災害対応業務への職員配通と人員確
保の状況を取り上げて、時間展開、組織榊成、人員配置、
取扱業務の点から分類を行って整理し、今後の災害対応
を計画するための根拠となるべき基本的な知見の抽出を
試みる。

Ｈ7.1.17Ｈ７ｏＬ１８Ｈ7.1』０Ｈ７」･１５

図３兵庫県の災害対応のための組織の変遷（１）

成、従事職員数、復興業務に関する分掌事務等を係単位
(2)でデータベース化した。このデータベースによって展
災対応のための取扱事務、組織榊成、その業務に従事し

た職員数等を連続的にトレースすることが可能となった。
なお、１月１７日の地震発生から３月１５日に阪神・淡

路大展災復興本部が設置されるまでの期間については、

各業務に対する配置職員数に関するデータは断片的なも
のしか入手37),38)できなかった。麓災発生直後の約２ヶ月

間、配圃職員数そのものが把握されていなかったこと自
体が、当時の混乱した状況を雄弁に物語る事実である。

２．分析の方法

（１）災害対応業務を分析するための枠組み

Ｅ､LQuarantclli3)は災害対応のために用いられる組織形
態が「仕事の性質」と「組織・要員」の轍によって特徴
付けられ、図2に示すような4種類の組織に分類されるこ
とを指摘している。この分類によると、地方自治体の災
害対応のための組織は、既定の組織が通常業務として災
害対応業務を実施する警察・消防等の組織、既定の組織
が災害による新たな業務（拡張業務）を行う災害対策本
部の組織、新しい組織によって災害に起因する全く新し
い業務（創発業務）を行う復興本部の組織に分けられる。

災害対応のための組織には地方自治体等の行政機関の組

織のほか、既定の組織による対応を越えて災害対応の業
務（拡大業務）に従事するボランティアの組織も分類さ
れる。

（４）災害対応のための人事運用体制による分類
前記から、震災後の通常の大きな人事異動が行われた

のは、阪神・淡路大震災復興本部が設置された３月１５日
である。

また、兵庫県の震災に伴う配備体制の推移は、選災発

生から３号配備体制（所属職員全員を配備）、２月２２日

から２号配備体制（所属職員の概ね５割以内の配備）、３

月１５日から１号配備体制（少数職員の配備）、４月２８

日から１号配備体制維持と待機要員縮小、職員の２４時間

宿直体制開始となっており功、３月１５日で緊急時的な配
備体制が概ね解除されたと言える。

従って、３月１５日以降を通常の人事運用によって災害

対応が実施された通常時体制、１月１７日から３月１５日

までの期間は緊急時的な人事運用によって災害対応が実

施された緊急時体制と位置づけることができる。この人

事運用の体制別に平成６年度以降の兵庫県における災害
対応のための組織運用について整理する。
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図２災害対応のための組織の分類１Ｍ）

（２）兵庫県の災害対応組織の変遷の概要

兵庫県の震災対応のための主な組織の変遷を図３に示

す。震災対応のための組織は原則として通常組織とは別

に設置され、通常組織の部署が災害対応組織に割当てら

れる形で各種災害対応業務を実施した。災害対策本部は

災害対策基本法に基づく組織であるのに対し、阪神・淡

路大鍵災復興本部は「阪神・淡路大霞災復興本部の設置

に関する条例」に基づく組織である。

なお、平成７年３月１５日に阪神・淡路大震災復興本部

（以下「復興本部」という。）が設圃された後は、災害

対策総合本部は廃止、災害対策本部に改組されて現在に

至っている。

3．兵庫県の人的資源と通常時の職員配置の概要

地方自治体の行政組織の梢成や職員定数は政令や条例

等によって定められている。条例39~42)に記載された兵庫

県の職員定数を整理した結果を表’に示す。平成６年度

から平成13年度までの兵庫県の職員定数の総計は約７万

人弱であり、職員の内訳を見ると，学校教員（小・中学
校教員は神戸市を除く県費負担教員）が４万人強，警察

官が１万人強，病院事業に約５千人が配置されている。

いわゆる「県職員」である知事事務部局は8500人前後で

あり、本庁に約2800名，残りの大部分は地方機関に属し
ている(3)。

こうした職員配置を図化したものが図４である。この

図を見ると、兵庫県は約６万人の職員によって教育、警

察、医療の３大通常業務を遂行し、残りの約１万人の職

（３）兵庫県の醸災対応の組織運用のデータベース化

麓災対応の長期的な組織運用を調べるため、平成６年

度から平成１２年度までの兵庫県の各部の事務概要４~32)、

職員録３３〕'３４)、「職員時報のじぎく」３５)'36)をもとに組織槽
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表１兵庫県の職員定数

平成6年度平成7年度平成8年度平成9年度平成１０年度平成11年度平成12年度平成13年度
8４９５８７１５8７１５８７１５8７１５８７１５８７１５８６４５ 

貝会事務部局１５９159159159１５９１５９159159
５６１６３１６３１６３１６３１６３１６３１６３１ 

１２３５９７５９７５９７５９７５９７５９７５９７５ 

１０２７５１１０３５１０９９０１０９４６１０９４６１０９４６１０８９Ｂ１，７９６ 
５ 

４３７６９４３５２７４３１，６４２８５２４２６５０４２２７５４１８８７４１６２３ 

１８９４２１８Ｂ2９１８６３９１８５０１１８３１７１８１３４１８００６１７９５５ １８９４２１８Ｂ2９１８６３９１８５０１１８３１７１８１３４１８００６１７９５５ 

１１１９３１１２１３１１１３６１１１２０１１０６２１０８４１１０６６４１０６０１ 

１０２８７１０１００９９１０９７７０９７１０９７２９９６７２9５４４ 

６９５６９５６９５６９５７２２７４４７４４７４４ 

２６５２２６９０２７２６２７６６２Ｂ3９２８２７２８０１２７７９ 

３３１３３１３３１３３１３６１３６１３３１３３１ 

４８８１４８８１４ＢＢ１４９３５５０６５５０６５５０６５５０６５ 

６９７０６７０２５４６９７８８８９５４４６９５０２６９１２７６８６５９８８２２５ 

把握は困難である。また、「県職員の出勤状況は、当初
自らの被災及び公共交通機関の途絶等により困難を極め

たが、１月２０日には本庁職員のうち７割が出勤し、翌週

以降通常の出勤が確保された。」３７)や「震災から第３週

(１月３０日から２月５日)に入ると、問い合わせ・・（中
略）｡．。このころ、震災関連の全庁の対策についての
実施体制が整い、それぞれの相談窓口等も明らかになっ

たので、相談窓口一覧表や「情報センターマニュアル」
を作成し、..（以下略）」３７)等の記述があることから、
全庁的に統制のとれた組織運用ができるようになるまで
には少なくとも２週間程度は要したことがわかる。
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（２）阪神・淡路大鯉災復興本部設置後の状況
災害対策総合本部における各種震災対応の業務のうち、

住宅支援・救助物資・緊急救援活動等の一部の緊急・応
急対策業務及び大部分の復興対策業務は阪神・淡路大震
災復興本部の設置によって同本部の業務となった。これ

に伴い、復旧・復興対策業務はほぼ通常時体制へと移行
したが、緊急・応急対策は、動員や短期派遣の規模を縮
小しつつも従来の緊急時体制の方式で継続されている。

図４兵庫県の通常組織

員によって３大通常業務の円滑な遂行とその他必要とな
る業務を遂行する組織であると定義できる。

４．緊急時体制における組織運用

（３）緊急時体制における職員確保

緊急時体制においては、本庁や被災地の地方機関・外
郭団体の職員が農災対応の業務に従事しただけでなく、

a)兵庫県の部局内での職員派遣と部局横断的な動員、ｂ）
他の都道府県等の行政機関職員の短期派遣等によって職
員確保が行われた。このほか各種団体からの職員、専門
家等の派遣や、各種ボランティア等の支援も不可欠であ
った。

a）県組織内の職員派遣と動員

今回の震災では、職員動員の担当部署が鍵災当時の地
域防災計画上の対策本部総括班（消防交通安全課）から
１月２２日に人事課に設けられた人員確保対策班へ変更さ
れている37)。組織内派遣や動員に係る業務内容と職種の
関係は、大還に職員を必要とするが非専門的な業務につ

いては一般職員の組織横断的な動員がとられたのに対し、

専門性や経験を要する業務には部局内派遣や経験者動員
等の措圃が主にとられている。

最終的な職員派遣．動員数は延べ40,134人（本庁
9,386人、地方機関30,748人）に達しており３７)、このう

ち約半数を避難所緊急パトロールが占める。大規模な動

緊急時体制の主たる取扱組織である図３の災害対策総

合本部の概要や緊急・応急対策のための職員確保の状況
について述べる。

（１）災害対策総合本部の概要

地震発生の翌日１月１８日に設立された災害対策総合本

部は、知事事務部局本庁職員を中心に教育委員会事務局

の本庁職員のほか警察本部を加えて構成された。災害対
策総合本部には部が設圃され、１月２０日と１月３０日の

組織図ｺｱ)から、１)各部局に対して概ね通常業務と関連す
る分野の災害対応業務が割当てられた、２)緊急渉外対策
部、緊急救援活動部、総合対策部等の業務は全庁的に割

り当てられた、３)緊急・応急対策は主に緊急対策本部に
属する部によって実施された、４)復旧対策・復興対策は
災害復旧本部と兵庫県南部震災復興本部によって実施さ
れ、復旧対策の方が先行して復興対策のための組織編成
はそれよりやや遅れる、ということがわかる。

特に初期においては全庁的な災害対応が取られたこと

は間違いないが、各業務の従事職員数は断片的に記述さ

れている例３７).38)のみであり、全体的な業務別職員数の
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平成6年度 平成7年度 平成8年度 平成9年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度
知事事務部局 80495 8,715 8.715 80715 80715 8.715 8.715 8.645 
田閂￣現?－匹四一四=皿■四四匹丑一一巫写函 琵琶慰苗穆訪fH錘耳■ 弱P、￣=喝J四ｍｍ=、 塁璽5璽堕哨塑mUHH ｎmⅢ■＝雪西田■勿知 珀些西円迺T亜＝可■伍凪 ＝悪玉忠悪可曲田2⑰■ｍＵ拝…F■孟沌円価菰■ ごｎ■啄竃ご哩巫面矼

識会･各種行政委員会事務部局 1５９ 1５９ 159 1５９ 159 1５９ 1５９ 159 

教育委員会事務局 561 631 631 631 631 631 631 631 

＝ニェニニー田旦巫旦四=￣…了狂函坪Ｆエコー■■淫=二画 好H醇藍K2週6田＝凶田聖ヨ 醸函沮亜冊目■且■狙Ⅱ 咀囲､召召u酌F四HHE切已。 聖?u■墜習璽埋■＝■■ }雲■■卍電通世■伍回、 凸錘二塁呂旦皀雪已至ＺＥ己 ■■＝璽碑盃辱冴甸■ Ｂ…汀茜ﾛ■迂堆毎■

警察官以外の警察職員 1.235 975 975 975 975 975 975 ９７５ 
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小学校教職員 180942 180829 180639 18,501 18,317 18,134 １８０００６ 170955 
中学校教職員 11,193 1１０２１３ 1１，１３６ 11,120 1１，０６２ 10,841 10,664 1ｑ601 
高等学校教職員 10,287 101100 90910 9,770 9,710 9.729 90672 9.544 
大学教職員 695 695 695 695 722 744 744 744 

盲学校､興ろう学校､養鰹学校教職鼠 20652 20690 2,726 2.766 20839 2.827 20801 2.779 
企業庁職員 331 331 331 331 361 361 331 331 

病院事業定数 4.881 4.881 4.881 4,935 5,065 5.065 5P65 5.065 
県職員定数計 69.706 70.254 69.788 69.544 69.502 69.127 680659 68225 



員は職種を問わずローテーションで実施されており、こ

のような業務は、業務内容としては誰もが実施可能なよ
うに定型化されているものの、膨大なニーズ解消のため

に人海戦術に頼らざるをえないものであり、こうした業

務実施形態は基本的にはボランティア活動と同じ「拡大
業務」（図2）に相当する。

避難所緊急パトロールは被災地の避難所の縮小によっ

て規模を縮小しつつ平成７年７月２６日まで続き、この時
点で緊急・応急対策のための継続的な動員は調査のため
の一時的な動員を除いて概ね終了している。

ｂ）他の地方自治体職員の短期派遣による確保
地震発生直後から被災地域への自衛隊派遣やボランテ

ィア参加があっただけでなく、兵庫県及び被災市町に対

して他の地方自治体や関係団体等から多数の職員が派遣

された。兵庫県及び被災市町に対する平成７年３月３１日
までの短期派遣職員数の一覧37)を表Ｚに示す。表２より

派遣職員の大半は専門職又は技術職員である。ただし、

一部の短期派遣は平成７年４月以降も継続され、概ね短

期派遣が終了したのは平成７年７月末であるので、表Ｚ

は派遣職員の全数を表していない。この短期派遣は災害
救助法に基づく派遣であり、派遣元自治体の出張の形で

実施されたため職員定数の増加には影響しない。

応援職員の受入調整等の業務については震災当時の地

域防災計画に規定が無く、当初の関係部局の個別対応は

途中から人事課人員確保対策班による一括対応（被災市
町の調整等は地方課）に変わっている'７〕。これは、大規

模災害対応時の動員・応援職員受入等の要員確保の業務

は、人事担当部署が一括して行うことが妥当であること
を示す。

また、初期の災害対応の中核となる災害対策（総合）

本部事務局、緊急物資対策部、緊急救援活動部等の要員
として他の都道府県防災担当職員の受入や防災担当業務

経験職員の動員を行っていることは、緊急時に防災担当
業務に従事できる職員の養成とその動員体制を平常時か

ら準備しておくことが必要であることを示しており、そ

の教訓にもとづいて兵庫県の防災担当部署は震災以降大

幅に強化されている③。

c）警察の職員確保の状況

警察は、通常時には治安維持、交通対策等に係る業務

を行っているが、災害対応業務として自衛隊や消防とと

もに実施した救出、救助、不明者捜索のほか、被災地や

仮設住宅等の24時間パトロール、県職員の避難所パトロ

ールへの同伴、交通対策等の各種災害対応業務を展開し

た。表１に記載した警察官の職員定数の増員は平成７年

７月１８日以降であり、それまでの間は１月１８日までに

約2,500人（13,000人体制）、翌１９日までに約5,500人
（16,000人体制）の応援を受けて各種業務に当たってお

り37】、非常に迅速な要員確保が行われている。警察の応
援は７月３１日まで続き、延べ43万人に達している37)。
d）ボランティアの状況

今回の震災において活躍したボランティアの種類は、
放送、医療、看護、法律、税理等の専門性を活かした業
務から汎用的な業務まで様々である。ボランティアの数
は避難所の縮小に応じて減少しているが、震災後１年経
過した時点で約７００人のボランティアが活動し、溌災後
1年で延べ約137万人と報告37)されている。

５．通常時体制における組織運用

復興本部の設置によってほぼ通常時体制による人員運
用が行われるようになったが、同本部の設立時は、実質

的に復興本部専任の部署でも大部分の職員は旧所属との

兼務形式がとられ、旧所属の兼務が解除されたのは新年
度の平成７年４月１日である。

以下に通常時体制へ移行した後の復旧・復興対策の組
織、職員配置、職員確保等について記す。

復興対策の推進にあたっては、県の復興対策と一体的

又は相補的に復興事業を推進するため既存の外郭団体が
引き続き活用されたほか、新たにいくつかの外郭団体が
設置されて職員の出向が行われた。

（１）復旧対策のための組織と職員配置

復旧対策のための組織のうち、県営施設復旧や土木施
設の復旧対策については新たに室や係が新設・増設され

たのに対し、農林水産施設の復旧については既存の係の
増員によって対応された。復旧対策業務は規模の違いは

あるものの通常の災害時にも行われている業務であるた

め、高い専門性が必要とされるものの図２に示した拡大
業務に該当する。

このうち、新たに組織が設置・増設された業務の職員
配置状況について図５に示す。図Ｓのうち、平成１１年度

の神戸土木事務所災害復１日室の職員数増加は新湊川浸水

対策のためである。営繕課では、平成６年度に本庁舎周
辺整備を行っていた係が、平成７年度に県立施設や庁舎
復旧のため係が増設・改称され、平成８年度以降は庁舎

等の耐震補強等を実施する係に改称されている。復旧対

策のための組織・職員配置は一部の土木の地方機関を除
いて概ね2～3年で終了している。

（２）阪神・淡路大霞災復興本部の職員数の概要

復興本部は、復興本部のみに所属する部署と通常の組
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表２兵庫県及び被災市町に対する短期職員派遣｡71(5)

都道府県市町村計都道府県市町村計

Ｉ１４５００１４５０５９３０５９３ 

生止１ＤＯ８７２３３５１３３４３Ｂ３４２２８４６１１１８８３

１８７３２１，８６９２９６，１9３８６６２９４１５６８０ 
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図５県営施設復旧及び土木施設復旧・復興の職員数(6)

－２９２－ 

区分

平成7年１月17日～
平成７年３月31日

市町村 計

(うち､』
平凋

都道府県

属成7年１月17日～
t7年２月17日）

市町村 計

防災 1.450 ０ 1.450 593 ０ 593 

生活麺社 10.087 23.351 33,網８ 3.422 8.461 110883 

医療 18.732 10.869 29.601 9.386 6.294 15.680 

水道 16.321 43.935 60.256 10.295 25,640 35.935 

建築 5.270 50229 10.499 3.916 3.905 7,821 

6,338 15.490 21,828 4.034 80607 120641 

土木 5,581 5.547 1１．１２８ 2.371 3.482 5β5３ 

その他 1０，１８１ 18.035 28.216 5.267 9.492 14.759 

合計 73,960 122,456 1960416 39284 65.881 105,165 



職にも属する部署によって構成され、復興の進展、新規

の復興事業の立上げや組織改正に伴い組織構成の変更が

行われてきた。なお、教育委員会事務局や警察本部は復

興本部に属しておらず、知事部局のうち大部分の地方機

関や図５の復旧業務担当部署も属さない。

職員の配置形態は、復興本部専任職員と復興本部・通

常組織の両方に所属する職員に分けられ、後者は復興本

部か通常組織のどちらかを本務とする。この職員の配置

形態からみた復興本部と知事部局、企業庁、教育委員会

事務局の本庁職員数の変遷を図６に示す。

図４、図６から復興本部の各種業務の遂行のために、

知事事務部局のおよそ１５％の人員が配置され、そのうち

専任・本務で配置されたのはおよそ１５％に過ぎず、災害

対策総合本部のほぼ全庁的対応時と比べると著しく少な

い人数でコアとなる復興事業が推進されたこととなる。

平成12年度の本庁職員数の減少は、機関委任事務の廃

止に伴い国費公務員の属する組織が県から国に移管され、

本庁の国費公務員約２１０人分が算入されなくなったこと

とが主な原因である。知事部局及び企業庁職員のうち通

常組織を本務とする職員数は平成６年度から平成１１年度

まで2,900人強でそれほど変動が見られない。従って、
本庁職員の震災に伴う増加分は復興本部専任又は本務職

員分相当の最大140人となる。

なお、教育委員会事務局の職員数も、図５の学校施設

復旧事業等のため一時的に増加している。

b）中・長期派遣職員

兵庫県への中・長期派遣職員数を図７に示す。中・長

期派遣職員の従事業務は主に復旧・復興対策に関する技

術的な業務となっており、都市復興計画、県営住宅（災

害復興住宅）建設業務、市街地復興等の復興本部に直接

所属する部署よりも、県営施設復旧等の復興本部以外の

本庁の部署や、土木・農林水産部地方機関等へ配置され

た職員の方が多い。また、教育委員会事務局の地方機関

に対して埋蔵文化財技師が３年に渡って多く派遣されて

いる。この埋蔵文化財技師の業務は、県だけでなく国、

公社、公団等が実施する各種復興事業に伴う遺跡等の埋
蔵文化財確認調査３２〕であり、直接的な復興事業に起因す

る二次発生的な復興業務である。

中・長期派遣は地方自治法252条の１７に基づく派遣で

あり、派遣職員は派遣元自治体と兵庫県の両方の職員の

身分を持つため、中・長期派遣職員は職員定数に含まれ

る。派遣職員数は平成７年度が最大で合計１７５名であり、

知事事務局への派遣職員数は平成７年度が最大で１２５人、

教育委員会事務局への派遣職員数は平成８年度が最大で

約60人、派遣期間は平成７から9年度の３年間である。

以上より、中・長期派遣は一時的な職員確保を行うため

の手段であり、この方法によって確保された職員は、土

木、建築、埋蔵文化財技師等の技術職員に限られる。

c）通常の人事による職員の確保

職員確保のための最も一般的な方法としては、職員採
用数の増加が考えられる。図８に採用予定者数と概ね一

致すると考えられる合格者数について人事委員会の事務
概要４~刀から整理した結果を示す。図８より行政職員の

合格者数は腰災以前から平成８年度を除いて年々減少し

ている。以上より、中・長期的な霞災対策のための要員

確保の手段として平成８年度を除くと長期的な人員増加
となる採用者数の増加を避けたことになる。

県行政と一体となって公共的活動を行う住宅供給公社

等の外郭団体への出向職員は職員定数外である３９)。震災

前後における外郭団体への職員の出向状況について平成

６年度と平成７年度の出向者数を比較すると知事事務部

局の出向者数は全体でやや減少、うち事務職員は約30人

減少、技術職員は逆に約25人増加している。平成６年度

と同７年度で出向者数の増減が比較的大きい外郭団体の

出向者数の変化を図ｇに示す。出向者数が大幅に減少し
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図６本庁職員に占める復興本部職員の変遷(6),(7)

（３）復旧・復興対策のための職員確保

a）麗災対策のための職員定数の増員

震災対策として平成７年４月１日以降にとられた職員

定数上の特例措置は下記のとおりである。

１）阪神・淡路大麓災に伴う災害対策及び災害復興事
業を実施する間、知事事務部局の2.5％にあたる

２２０人、及び教育委員会事務局の１１％にあたる７０

人を増員した羽。

２）阪神・淡路大震災による被害を受けたことに伴い
県民生活の安全と平穏を確保するため警察官を最

大500人増員39)した。増員は警察官の4.1％にあた

る。

３）学校教員については、鰹災により精神的に不安定
な状況にある児童・生徒に対処するための教育復

興担当教員を最大207人（最大0.5％）措極し、児

童・生徒数の減少による減員を抑制した5)の。

上記の職員定数は職員数の上限を示す数字に過ぎない

ので、実際の職員の増加の手段について以下のとおり検

証した。
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図７他の都道府県等からの中・長期派遣職員(8)
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表３復興本部の組織構成・職員配圏と業務内容
組織の所阻
■輿通常
本部組織

合
格
者
数
（
人
》

図８行政職員の合格者数

のは、１)復興総合計画策定・推進、復興企画等、２)応急
仮設住宅維持管理、入居者支援、３)被災者復興対策・生
活復興、４)土木復興計画策定、５)都市復興計画策定・調
整のほか、６)震災関連の外郭団体の業務が該当し、それ
以外の復興対策業務は組織の設置形態や震災前との業務
の継続性の点から拡張業務と見なすことができる。

＋■■■盤UP咽同
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（５）復興本部職員数の行政目的別内訳の推移

復興本部職員数について、図６の本庁職員数に地方機

関及び外部機関出向の職員数を加え、概ね現行の部制に
従って行政目的ごとに分類したものを図１０、図１０から
復興本部専任又は本務の職員のみ抽出したもの、すなわ

ち、表３の「上記以外の復興対策の業務」を除いた業務
の職員数の行政目的別の内訳を図１１に示す。

図１０の復興本部全職員数の増減は、復興本部を楠成す

る課・係数の増減に大きく影響される。平成８年度の職

員数増加は、生活文化・福祉・保健等や土木・都市・住
宅等の業務の課・係の新設・復興本部への追加による結
果であり、平成11,12年度の減少はその逆の結果である。

図１１のハード面の計画・整備を主とする土木、都市、

住宅等の業務は、平成，年度の災害公営住宅建設終了、

平成１１年度の応急仮設住宅解消に伴って職員数も減少し、

平成12年度は復興に係る市街地整備及び区画整理事業、

復興プロジェクトである神戸東部新都心整備、応急仮設

住宅の用地復旧（平成12年度で解消）の業務の専任・本
務部署が残っている。

表３のうち被災者復興対策・生活復興といくつかの霞

図９震災前後における外郭団体への出向状況

た外郭団体の多くは平成６年度に但馬地方のイベント関

連事業を実施していた外郭団体であり、一方震災後に出

向者数が増加した外郭団体は土木・都市住宅部関連の外
郭団体が多く、特に住宅関連の外郭団体への出向者数の
増加が大きい。定数内の派遣職員については震災前後の

年度で事務職員が約10名減少している。以上より、通常

の人事による職員数確保は、事務職員について出向及び

派遣職員の総数削減により約40名確保したことになる。

（４）復興本部の業務と組織設置・職員配置の形態

復興対策の業務を、組織の設置形態と図６の職員の配

置形態により整理すると表３のとおりとなる。組織の所

属や職員の配腫が復興本部に重点が掻かれている業務ほ

ど震災対策に特化した業務である。従って産業復興計画

は、ほかの復興計画の策定業務と比べてより通常業務と

の相関が高い。また、対策期間が長期に渡る業務には、

土木の復興計画策定・調整や神戸東部新都心整傭のよう

に事業の進展につれて通常業務側へとシフトしていくも

のもみられる。ただし、図６の復興本部職員数の本務・

専任と兼務の比率から、表３の「上記以外の復興対策の

業務」に従事する兼務職員が復興本部職員の大部分を占
めている。

以上の取扱組織や職員配置に加えて各業務の震災前か

らの継続性を考慮すると、図２の創発業務に該当するも
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図１０復興本部職員（全体）の行政目的別内訳(6)
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見られない。一方、被災地を所管する地方機関は「緊急

インフラ整備３カ年計画」に概ね相当する期間について

職員数の増加が見られる。これらの増員は、図５の災害

復旧室や防災課等の土木施設復旧関係の部署の職員増加

の影響が大きく、これ以外では西宮土木事務所等の用地

課の職員数が震災後に大幅に増加しており、鍵災以降同

事務所の管内で多くの復興事業が実施されていることを

示している。

b）住宅関連業務

創発業務と拡張業務が混在する広範な事業群として住

宅関連業務の職員配置の内訳を図１３に示す。

図１３より、住宅関連の業務は従事者数の推移によって

以下の４つのグループ、１)震災直後にピークを持つが従
事者数の変動の少ない営繕・設備、住宅管理の業務、２）
震災直後に従事者数が増加・以降減少する住宅供給系の

業務、３)創発業務である応急仮設住宅関連の業務、４)震
災以降漸増している住宅政策・住宅助成業務に大別され
る。

営繕・設備、住宅管理の業務の人員増加は、図５の県

営施設や既設県営住宅の災害復旧のための短いピークの

人員増加が原因である。災害復興公営住宅や災害復興準

公営住宅の供給を行う住宅建設や住宅供給公社（出向）

の従事者数の増加期間は、「ひょうご住宅復興三か年計

画」の実施期間に相当する。住宅建築総合センター（出

向）は、震災以降住宅助成や住宅相談等の事業を実施し

ているが、従事者数は住宅供給系に準じて推移している。

住宅助成の業務には復興基金の多くの住宅対策事業や

県の住宅関連貸付金等が含まれ、従事職員数の推移より

物理的な住宅供給が概ね計画どおり終了した後も住宅助

成業務が継続していることを示している。
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図１１復興本部職員（専任・本務）の行政目的別内訳(6)

災復興プロジェクトから成る生活文化・福祉・保健等の

業務の専任・本務職員数は、各事業の拡大に併せて平成

１０年度にピークとなり、その後は主に生活復興業務の縮

小に伴って減少している。

表３，図１０，１１より商工労働・農林水産の業務のうち

専任・本務部署は産業復興計画策定・推進と平成８年度

の観光復興事業のみである。その他の復興対策の事業は

兼務職員によって実施されており、復興本部の職員数の

増減は比較的少ない。

６．復興対策のための業務別の職員配置

（１）拡張業務のための職員配置

表３及び図６は、復興本部における多くの復興業務は

拡張業務であり、既存の組織との兼務の体制で推進され

ていることを示している。このうち、土木、住宅のハー

ド面の整備関連業務を取り上げ、震災対策と通常業務を

含めた業務別の職員配置の推移を明らかにする。

a）土木関連業務

震災に伴う土木関連業務は、施設災害復旧業務と復興

関連事業に分けられるが、インフラ復興計画の策定等の

業務を除くと大部分は拡張業務に属する。

土木関連業務の主な部署の職員数の推移を図１２に示す。

復興本部の土木部に設置された復興対策室（課）は、設

置時の平成７年度以降職員数が減少し、平成１１年度には

兼務職員だけとなって平成12年度には組織が解消された。

道路、河川、砂防等の主な復興事業の主管課である本庁

各課の職員数は、震災対策を原因とする増減がほとんど

１ 

職
員
数
（
人
）

図１３住宅関連業務の職員配圏(6)

（２）創発業務の職員配置の推移

震災対策のための新規事業を新規の組織で実施する創

発業務の職員配置状況を明らかにするため、ａ)復興総合
計画策定・推進、復興企画等業務、ｂ)応急仮設住宅維持
管理、入居者支援業務、ｃ)被災者復興対策・生活復興業
務について、それぞれの詳細な職員配置の推移を記す。

a）復興総合計画策定・推進、復興企画等業務

復興総合計画策定・推進・復興企画に関する業務は、

通常業務では企画業務に相当し、兵庫県の独自の政策に

よる事業が大部分を占める。

これらの業務は、復興本部設置時には総括部の計画課、

企画課が中心となって担当し、その後課の統合・分割等
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図１２土木部の主な霞災関連部署の職員配置(6)
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が行われて現在に至っている。これらの業務の配置職員
数について外郭団体出向者も含めて図１４に示す。復興総

合計画の策定は、復興本部の設置前は災害対策総合本部
の総合対策部及び総合企画部において１日企画部が主とし

て担当した３ｶ゜このため計画課及び企画課の設置時の職

員には企画部及び企画部関連外郭団体からの異動が多い。
また、業務担当職員は大部分が事務職員である。

図１４より総括部の計画及び企画業務に従事する職員数

は復興総合計画策定以降減少しているものの、逆に外郭
団体への出向者は平成10年度まで増加している。これは

震災復興総合計画の策定後にフェニックスプラザや記念

協会（（財）阪神・淡路大震災記念協会）設立のための

係が新たに設置され、対象施設や団体が設立された後は

担当職員がそのまま復興基金や記念協会等の外郭団体へ

出向する形がとられたためである。このほかの係等の設

温を伴った事業としては、周年事業のほか平成12年度の
「人と防災未来センター」の整備事業等がある。

b）応急仮設住宅維持管理、入居者支援業務

今回創発業務に分類した応急仮設住宅維持管理・入居
者支援の業務は、事業の展開・終了時期や事業規模は直

接的には応急仮設住宅の戸数及び入居者数の推移に依存
する。

応急仮設住宅の建設業務は、平成６年度から７年度に

かけて都市住宅部が緊急・応急対策として実施した３１，3町。

一方、応急仮設住宅維持管理・入居者支援業務は、復興

本部の専任組織によって実施され、応急仮設住宅が平成

12年１月に解消されたことに伴い、取扱組織は約１年後

の平成12年度末で解消された。業務担当職員は、仮設住
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図１６応急仮設維持管理・入居者支援業務の職員配圏(6)

宅施設関連業務については技術職員であるが、大部分の
業務については事務職員である。

この応急仮設住宅維持管理・入居者支援業務について、

業務担当職員数と応急仮設住宅の契約個数・撤去個数と
の関係を図１５に示す。図１５から担当職員数のピークは、

契約個数が最大時の約半分に減少し、撤去戸数が増加し

つつある平成１０年度であり、図１６の職員内訳の推移よ
り、この時期に各種の業務が集中していることがわかる。

なお、応急仮設住宅が解消された平成12年１月の翌平
成12年度の業務内容は、応急仮設住宅の再利用、用地の
契約及び現状復旧工事等となっている。

c）被災者復興対策・生活復興業務

復興本部における被災者復興対策ための組織編成は、

避難所が解消されつつある平成７年７月であり、生活復

興への組織的かつ本格的な取り組みは平成８年７月に開
始された。これらの業務担当職員数の推移を図１７に示す。

生活復興業務は、生活資金関連とそれ以外の生活復興
県民ネット、生活支援マネジメント等各種ソフト的事業

への取り組みに大別される。また、生活復興業務は阪

神・淡路大震災復興基金による生活対策事業の多くの担

当部署でもある。平成８年度から９年度にかけて業務担
当職員数の増加が頻繁に行われているので、この期間の
業務は試行錯誤的で十分計画された事業を実施したとは
言えない。

生活支援マネジメントシステム等の各種新規事業等は

平成１０年度まで拡張したあと、平成１１，１２年度と規模
を縮小している。

生活資金関連の業務は、平成10年度に被災者生活再建

支援法付帯決議に基づいて実施された復興基金事業であ

職
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（
人
）

羅舎出向

図１４復興総合計画策定・推進、

復興企画等業務の職員配置(6)
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る被災者自立支援金の支給開始によってピークとなり、

平成１１年度には主要な事業が縮小又はほぼ終了し、１２

年度には生きがい支援・自立支援に吸収された。同法の

成立により生活資金関連業務は以降の災害において既定
の業務となったが、成立がより早ければ生活資金関連業
務はより効率よく実施できていたこととなろう。

（１）阪神・淡路大麓災復興本部設置に伴う人事異動や
職員の配備体制の推移から、平成７年３月１５日以
降を通常の人事運用によって災害対応が実施され
た通常時体制、１月１７日から３月１５日までの期間
は緊急時的な人事運用によって災害対応が実施さ
れた緊急時体制と位置づけることができる。

（２）災害対策総合本部による緊急時体制において、全
庁的に統制のとれた組織運用ができるようになる
までに少なくとも２週間は要している。

（３）緊急時体制における県組織内の職員派遣と動員は、
大量に職員を必要とするが非専門的な業務につい

ては一般職員の組織横断的な動員がとられ、専門
性や経験を有する業務には部局内派遣や経験者動
員等の措置がとられた。また、緊急時体制におけ
る応援職員の職種は、技術職員と専門職員である。

（４）大規模災害対応時の動員・応援職員受入等の要員
確保の業務は、最終的に人事課人事確保対策班に
集約されており、これらの業務は人事担当部署が
一括して行うことが妥当である。

（５）初期の災害対応の中核となる業務の要員として他
の都道府県防災担当職員の受入や防災担当業務経
験職員の動員を行っており、緊急時に防災担当業
務に従事できる職員の養成とその動員体制を平常
時から準備しておくことが必要である。

（６）復興本部の各種業務の遂行のために、知事事務部
局のおよそ１５％の人員が配置され、そのうち専
任・本務で配置されたのはおよそ１５％に過ぎず、
災害対策総合本部のほぼ全庁的対応時と比べると
著しく少ない人数（最大約１４０人）でコアとなる
復興事業が推進された。

（７）通常時体制における震災対策のため職員定数の増
員が行われ、実際の要員確保の手段としては長期
的な人員増加となる採用者数の増加を避け、土木、
建築、埋蔵文化財技師等の技術職員は３年間の
中・長期派遣によって確保し、事務職員について
出向及び派遣職員の総数削減により確保した。

（８）復興本部の業務について創発業務に該当するもの

は、１)復興総合計画策定・推進、復興企画等、２)応
急仮設住宅維持管理、入居者支援、３)被災者復興対
策・生活復興等の業務が該当し、それ以外の多く
の復興業務は災害対策総合本部の各種業務と同様
に拡張業務である。

（９）復旧・復興対策の各事業のための配置職員数は原
則として必要最小限に抑制されており、平成１１年
度以降の行財政構造改革によって、さらに職員数
抑制が徹底されていると考えられる。

今後の課題として、緊急体制時における職員配極を明
らかにすることに努めるほか、神戸市等の主な被災市町
の阪神・淡路大震災における組織運用・人員運用につい
ても取扱組織、職員確保、職員配圃の変遷等の点から整
理し、さらには災害対応業務への投入人員と事業成果に
ついて評価・検証を行う必要がある。

（３）復旧・復興対策の組織運用・人員運用の分析

復旧・復興対策のための職員確保は、一般職員の採用
予定職員数が基本的に減少を続けていることや、中・長
期派遣職員の平成８，９年度の予定数（それぞれ176人、
60人）６)に対する実績（それぞれ164人、５５人）から、

復旧・復興対策における配置職員数は業務全般に渡って

かなり抑制されていると考えられる。生活復興業務の職
員数が平成８，９年度にかけて逐次増員されたことも、事
業計画が試行錯誤的であっただけでなく、職員数抑制方
針のためでもあると推測される。

さらに、平成１１年度以降は行財政構造改革による一般
職員の実数削減（予定数は１１年度７５人、１２年度１４２

人）が行われておりの，刀、図１１の復興本部専任・本務職
員数も一般職員の実数削減に併せて職員数が減少してい

る。平成１０年度まで拡大を続けた生活復興業務の職員数
もこれに併せて減少しており、生活資金関連業務だけで

なく生活復興マネジメントシステム等の業務にも職員数
縮小が及んでいる。

以上より、復旧・復興対策の各事業のための配置職員
数は原則として必要最小限に抑制されており、平成１１年
度以降の行財政構造改革によって、さらに職員数抑制が
徹底されていると考えられる。ただし、新規業務である

創発業務は所用人員の査定において比較検討する材料が
乏しいことから、拡張業務と比べると配置人員数が妥当
でない可能性が高いと思われる。

７．まとめ

本研究において阪神・淡路大震災における兵庫県の組
織運用・人員運用について、主たる取扱組織の樹成、職
員確保、主要な業務の職員配置の変遷の点から明らかに

し、以下の知見を得た。阪神・淡路大慶災における災害
対応のための組織、業務の推移とそれに伴う人員確保の
推移は図１８のとおりとなる。

補注

（１） 被災地を所管する阪神、東播磨、淡路の３県民局（地
方機関）には別途災害対策地方本部が設置された。

行政組織規則や阪神・淡路大霞災復興本部行政組織規

則等により、課、室、係等の組織構成単位はすべて規

(２） 
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図１８災害対応のための職員確保の推移
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定されている。特命事項等を処理するために課内に設

圃される行政組織規則等に規定のない担当で実質的に

係に相当するものは本鎗文では係として扱った．また、

地方機関の課は本庁の係に相当する．

このほか、社会保険や職業安定等の機関委任事務のた

めの国費公務員（本庁約２１ｏ人、地方機関約1,100

人）が職員定数外で福祉部と労働部に所属した。

人事面では平成７年度に防災監が設圃されたほか、消

防及び防災を担当する部署（交通安全及び保安業務従

事者を除く）の職員数は、平成６年度歴災前２０人、

平成８年度３９人、平成９年度５６人、平成１２年度６２

人と推移しており、著しく増員された。

警察及び消防の派遣は含まない。県内の被災市町以外

の市町からの派遣を含む。

各年度の職員数は特に記載の無い限り８月１日付であ

る。

外部機関への派遣及び出向者は計上していない。また、

通常組織と復興本部の兼務は、１人で複数ポストに兼

務のケースもあるが、１人につき１回のみ計上した.

平成７年度、８年度は年度中の最大数、平成9年度は

７月１日付の人数を表す。
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